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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

 平成21年７月30日に提出いたしました第33期（自 平成20年５月１日 至 平成21年４月30日）有価証券

報告書の記載事項の一部に修正すべき事項がありますので、金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基

づき、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部  企業情報

  　第５  経理の状況

    　  １  連結財務諸表等

　　　　　(1) 連結財務諸表

　　　　　  注記事項

　　　　  　【関連当事者情報】

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

第一部  企業情報

　第５  経理の状況

  　  １  連結財務諸表等

　　　　(1) 連結財務諸表

　　　　  注記事項

　　　  　【関連当事者情報】

　

(訂正前)

前連結会計年度(自　平成19年５月１日　至　平成20年４月30日)

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 左右田稔 ― ―
当社
代表取締役
社長

(被所有)
直接　36.7

― ―

工事請負 8,500― ―

使用貸借
取引

738 ― ―

(注) １　取引金額には消費税等は含まれておりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉のうえで決定しております。

　　使用貸借取引につきましては、当社が社宅として賃借しておりますが、無償取引であり、建物、土地に係る租税公

課を負担しております。

　

当連結会計年度(自　平成20年５月１日　至　平成21年４月30日)

記載すべき事項はありません。

　
（追加情報）

  当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年

10月17日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13

号 平成18年10月17日）を適用しております。

  この結果、当社役員との取引が、開示対象から除外されております。
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(訂正後)

前連結会計年度(自　平成19年５月１日　至　平成20年４月30日)

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 左右田稔 ― ―
当社
代表取締役
社長

(被所有)
直接　36.7

― ―

工事請負 8,500― ―

使用貸借
取引

738 ― ―

役員及
その近
親者が
議決権
の過半
数を所
有して
いる会
社等

㈱吉ト
岡山県
岡山市

1,000建設業 なし なし なし
退去補修工
事の発注

57,369
支払手形
・工事未
払金等

11,155

(注) １　取引金額には消費税等は含まれておりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉のうえで決定しております。

　　使用貸借取引につきましては、当社が社宅として賃借しておりますが、無償取引であり、建物、土地に係る租税公

課を負担しております。

３　㈱吉トは当社取締役上野敏彦の親族が議決権の100％を直接保有する会社であります。

　

当連結会計年度(自　平成20年５月１日　至　平成21年４月30日)

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類
会社等の
名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及
その近
親者が
議決権
の過半
数を有
する会
社

㈱吉ト
岡山市
北区

1,000建設業 なし なし
退去補修工
事の発注

67,471
支払手形
・工事未
払金等

13,335

(注) １　取引金額には消費税等は含まれておりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針

　　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉のうえで決定しております。

３　㈱吉トは当社取締役上野敏彦の親族が議決権の100％を直接保有する会社であります。

　
（追加情報）

  当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年

10月17日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13

号 平成18年10月17日）を適用しております。

  この結果、当社役員との取引が、開示対象から除外されております。
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